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イオン㈱８月度連結営業概況

１．連結営業収益の前期比伸び率

　　８月度の連結営業収益は、５，１３８億円、前期比１０３．５％となりました。
　　（参考値：グループ連結各社の決算期変更の影響を除く前期比は１０７．７％）

   　※月次の数値は、連結財務諸表作成基準での月次決算を実施していないため、管理会計上の数値です。

２．月度トピックス

３．営業概況

４．主な連結各社の月次売上高（取扱高）前期比伸び率一覧
（単位：％）

2014年2月期

売上高 全店 既存店 全店 既存店

イオンリテール㈱　　 105.1 102.9 103.2 101.0
イオン北海道㈱ 103.5 103.0 103.0 102.4
イオン九州㈱　　 91.6 99.3 100.4 98.0
マックスバリュ北海道㈱ 107.3 106.0 106.3 105.8
マックスバリュ東北㈱　　 104.9 101.0 105.9 100.6
マックスバリュ東海㈱　 （注１） 119.5 97.5 120.7 97.0
マックスバリュ中部㈱ （注２） 121.0 98.7 120.2 96.7
マックスバリュ西日本㈱　　 100.5 99.3 103.7 99.1
マックスバリュ九州㈱　　 103.9 98.6 106.3 97.9
ミニストップ㈱ 98.8 94.6 100.3 95.5
㈱コックス　　 78.6 96.0 93.3 95.9
㈱ジーフット　　 105.6 102.3 104.4 102.1
㈱イオンファンタジー　　 101.6 104.0 107.3 103.6

取扱高 ｶｰﾄﾞｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ ｶｰﾄﾞｷｬｯｼﾝｸﾞ 対象期間 ｶｰﾄﾞｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ ｶｰﾄﾞｷｬｯｼﾝｸﾞ 対象期間

115.6          213.9          8/1～8/31 113.6          203.3            4/1～8/31

 注１： マックスバリュ東海㈱は、2013年3月1日付でイオンキミサワ㈱と合併したため、マックスバリュ東海㈱の数値には旧イオンキミサワ㈱店舗の売上高を含みます。

 注２： マックスバリュ中部㈱は、2013年3月1日付でマックスバリュ中京㈱と合併したため、マックスバリュ中部㈱の数値には旧マックスバリュ中京㈱店舗の売上高を含みます。

注３： イオンフィナンシャルサービス㈱は決算期変更に伴い、４月度より月次数値の対象期間を1日から末日としています。数値は管理会計上のものとなります。

＜ご参考＞
開閉店の状況

当期累計（3/1～8/31）
開店 閉店 開店 閉店 8月末店舗数

ＧＭＳ （総合スーパー） 0(0) 0(0) 9(0) 3(3) 602(115)
Ｓ　Ｍ （スーパーマーケット） 4(0) 8(4) 47(11) 25(13) 1780(641)

※グランドオープン日を開店日としています。

※期末店舗数には、開閉店のほか、業態変更等の数を反映しています。

※(  )内は、持分法適用関連会社の実績です。

イオンの電子マネー「ＷＡＯＮ」の状況

当月末の累計発行枚数： 約３，５１０万枚　月間利用金額： 約１，３５０億円　月間平均単価： 約１，６９０円
利用可能箇所： 約１６９，０００箇所
地域貢献「ＷＡＯＮ」（寄付つき）：合計７９種類（のべ３７府県、２４市町、２０団体)
※地域貢献「ＷＡＯＮ」の詳細については下記URLをご参照ください。

http://www.waon.net/special/region/index.html

2013年9月24日

イオン株式会社
取締役兼代表執行役社長

　　（コード番号８２６７        東証第一部）

８月度（8/1～8/31） 当期累計（3/1～8/31）

イオンフィナンシャルサービス㈱　（注３） 　

8月度（8/1～8/31）

問合せ先 秘書室責任者
（電話番号　043-212-6042）

　当社は株式会社ダイエーへの株式公開買付を８月２１日に終了し、２７日付で同社を連結子会社化しました。これを受け、２２日か
ら２５日の４日間、初の合同セールとなる「イオン×ダイエー総力祭」を両社合計約１，０００店舗で開催しました。今後も共同調達に
よるスケールメリットや両社の持つ経営資源、ノウハウを共有し、より魅力ある商品・サービスの展開に努めてまいります。

　当社及びイオンモール株式会社は８月２４日、２０１４年の開業に向けてインドネシア共和国での１号店となるショッピングモール「イ
オンモールＢＳＤ」の起工式を行いました。開発計画地はジャカルタの南西部に位置し、高速道路の延伸や住宅、工業施設、学校の
建設が計画される等、今後の発展が期待されるエリアです。当社はインドネシアにおいて、核店舗のＧＭＳ「イオン」をはじめ、総合金
融、サービス、専門店などグループ一体となった事業展開を推進します。

　当社は、原油高や円安などの影響で原材料が高騰する中、お客さまの日々の生活を応援するため、イオンのブランド「トップバ
リュ」の衣・食・住関連商品約５，０００品目について、１２月３１日までの期間、価格を据え置きます。また、高品質な商品をお求めや
すい価格で提供する「トップバリュセレクト」の品目数を、２０１４年２月末までに現在の２３０品目から３００品目に拡大します。

　記録的な猛暑を受け、GMS事業では、レジャー関連や盛夏商材等の品揃え・売場の拡充を図りました。その結果、食品ではフロー
ズン部門や農産部門、衣料品ではトラベル＆スポーツ部門、住居余暇商品ではエアコン等の家電や旅行関連商品部門などが伸長
し、イオンリテール株式会社の既存店売上高は前年比２．９％増と好調に推移しました。
　また、服飾雑貨や靴、スポーツ用品、ペット用品等を販売する専門店が売上を伸ばした専門店事業やシネマ事業が伸長したサービ
ス事業、ディベロッパー事業も好調に推移しました。総合金融事業についても、ＧＭＳ「イオン」における販促企画との相乗効果により
カードショッピング取扱高を伸ばしたほか、キャッシング取扱高も拡大する等、順調に業容を拡大しました。


